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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次  第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間  

自平成17年
11月１日
至平成18年
４月30日

自平成18年
11月１日
至平成19年
４月30日

自平成19年
11月１日
至平成20年
４月30日

自平成17年
11月１日
至平成18年

10月31日

自平成18年
11月１日
至平成19年

10月31日

売上高 （百万円） 31,696 40,076 40,531 69,417 81,835

経常利益 （百万円） 2,344 3,125 2,955 5,579 6,198

中間(当期)純利益 （百万円） 1,215 1,768 1,631 3,053 3,545

純資産額 （百万円） 20,744 23,936 26,577 22,361 25,454

総資産額 （百万円） 45,115 52,608 55,455 50,300 55,763

１株当たり純資産額 （円） 1,925.51 2,220.38 2,488.71 2,075.61 2,361.92

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 112.77 164.13 152.25 283.42 329.05

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

（円） － 155.83 143.18 － 310.96

自己資本比率 （％） 46.0 45.5 47.9 44.5 45.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,193 232 1,734 2,096 2,691

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △961 △461 △681 △2,436 △1,297

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 43 1,725 △348 △45 1,316

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

（百万円） 4,363 5,312 7,227 3,701 6,534

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
468
[191]

588
[229]

599
[217]

471
[198]

576
[221]

　（注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）は含まれておりません。

２．第57期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次  第57期中 第58期中 第59期中 第57期 第58期

会計期間  

自平成17年
11月１日
至平成18年
４月30日

自平成18年
11月１日
至平成19年
４月30日

自平成19年
11月１日
至平成20年
４月30日

自平成17年
11月１日
至平成18年

10月31日

自平成18年
11月１日
至平成19年

10月31日

売上高 （百万円） 29,968 37,952 38,978 66,128 78,130

経常利益 （百万円） 2,345 3,077 2,923 5,552 6,108

中間(当期)純利益 （百万円） 1,227 1,770 1,619 3,048 3,541

資本金 （百万円） 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575

発行済株式総数 （千株） 10,800 10,800 10,800 10,800 10,800

純資産額 （百万円） 20,520 23,657 26,296 22,120 25,153

総資産額 （百万円） 43,656 51,284 54,381 48,959 54,624

１株当たり純資産額 （円） 1,904.66 2,195.92 2,463.38 2,053.19 2,334.89

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 113.91 164.31 151.06 282.99 328.75

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

（円） － 155.99 142.05 － 310.67

１株当たり配当額 （円） 11.00 16.00 18.00 26.00 34.00

自己資本比率 （％） 47.0 46.1 48.4 45.2 46.0

従業員数
［外、平均臨時雇用者数］

（人）
425
[188]

473
[226]

495
[213]

426
[195]

464
[218]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第57期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　事業の種類別セグメントを記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

　 平成20年４月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人）

電線・ケーブル部門 473 (208)

情報関連機器・その他部門 88 (9)

管理部門 38 (－)　

合計 599 (217)

　（注）　臨時雇用者数は（　）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年４月30日現在

従業員数（人） 495（213）　

　（注）　臨時雇用者数は（　）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題の深刻化を背景とした米国経済の減

速や原油・素材価格の高騰などの影響があり、これまで好調であった景気は足踏み状態となり、先行き不透明感を

強めてまいりました。

　当社グループの係わる電線業界におきましては、電線の主材料である銅価格が、1トン当たり期中平均860千円と前

年同期の825千円に比べ4.2％の上昇となり、製品価格も上昇いたしました。しかし、建築基準法改正の影響で建設・

電販向けの電線出荷量が伸び悩むなど、楽観できない状況で推移いたしました。 　 

　このような情勢のもとで当社グループは、提案型営業の推進及び新規得意先の開拓、新商品の拡販を図り、業績の

拡大に努めてまいりました。  

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は40,531百万円（前年同期比1.1％増）となりましたが、利益面において

は、販売管理費の増加に伴い、営業利益は2,800百万円 （前年同期比6.8％減）、経常利益は2,955百万円（前年同期比

5.4％減）、中間純利益は1,631百万円（前年同期比7.7％減）となりました。

　部門別の状況といたしましては、電線・ケーブル部門は、銅価格の上昇による製品価格の上昇により、建設用の電

力用ケーブルの売上が増加いたしました。また、民間設備投資が堅調に推移したことに伴い、FA用ケーブル等機器用

電線の売上も増加し、当部門の売上高は39,151百万円（前年同期比2.7％増)となりました。

　情報関連機器・その他部門は、提案型営業を強化するとともに、東京・大阪地区においてDTP（印刷製版）販社向

けに積極的な営業展開を図りましたが、需要の低迷により、当部門の売上高は1,380百万円（前年同期比29.3％減）

となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,227百万円で前連結

会計年度末に比べて693百万円の増加となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,734百万円となりました。これは主に税金等調整前中間純利益2,837百万円、減

価償却費174百万円、売上債権の減少1,222百万円等の収入に対し、仕入債務の減少1,394百万円及び法人税等の支

払1,365百万円等によるものであります（前連結会計年度は資金の増加2,691百万円）。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、681百万円となりました。これは主に投資有価証券の取得による支出81百万円、

有形固定資産の取得による支出609百万円等によるものであります（前連結会計年度は資金の減少1,297百万

円）。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、348百万円となりました。これは配当金の支払191百万円、自己株式の取得によ

る支出156百万円によるものであります（前連結会計年度は資金の増加1,316百万円）。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、卸商社でありますので生産及び受注の状況は記載しておりません。

販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門
当中間連結会計期間

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前年同期比（％）

電線・ケーブル部門（百万円） 39,151 102.7

情報関連機器・その他部門（百万円） 1,380 70.7

合計（百万円） 40,531 101.1

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

５【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

(1）前連結会計年度末（平成19年10月31日）において、計画中でありました設備の新設について、次のとおり完了予定

年月、完成後の増加能力等を変更いたしました。

会社名
事業所名

所在地
事業部門の名
称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力等総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

　当社
　仙台支店

　仙台市
　宮城野区

電線・ケーブ
ル部門

事務所・倉庫 760 251

自己資金及

び新株予約

権付社債発

行資金

平成19年２月

　

平成21年４月

　

土地　
5,579.98㎡　
建物
3,097.02㎡　

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業部門の名
称

設備の内容

投資予定金額
資金調達方
法

着手及び完了予定年月
完成後の増
加能力等総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了

　当社
　福岡支店

　福岡市
　博多区

電線・ケーブ
ル部門

倉庫 815 515

自己資金及

び新株予約

権付社債発

行資金

平成19年12月

　

平成21年11月

　

土地
3,487.00㎡　
建物
2,210.41㎡　

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数　（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年７月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,800,000 10,800,000
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第二部

－

計 10,800,000 10,800,000 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年7月１日からこの半期報告書提出日までの転換社債型新株予約権付社債

　　　 の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。 
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成18年11月９日取締役会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年4月30日）

提出日の前月末現在
（平成20年6月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 2,000 同左

新株予約権の数（個） 400 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 679,117(注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,945 (注）２ 同左

新株予約権の行使期間

 自　平成18年12月13日

 至　平成23年11月15日

 （スイス時間）

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

2,945 (注）２

1,473 (注）３
同左

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行使はでき

ないものとする。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は、本社債から分離

して譲渡できないものとする。
同左

代用払込みに関する事項

本新株予約権１個の行使に際し、

当該本新株予約権に係る本社債を

出資するものとし、本新株予約権

１個の行使に際して出資される財

産の価額は、各本社債の額面金額

と同額とする。

同左

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項
（注）４ 同左

（注）１．本新株予約権の行使により当社が新たに発行又はこれに代えて当社の保有する当社普通株式を移転（以下、当

社普通株式の発行又は移転を当社普通株式の「交付」という。）する当社普通株式の数は、行使された本新株

予約権に係る本社債の額面金額の総額を転換価額で除した数とする。但し、１株未満の端数は切り捨て、現金に

よる調整は行わない。また、本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元

未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。

２．転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発

行し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（新株予約権の行使等を除く。）には、次の算式により

調整される。

なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数を

いう。

    
既発行株式数 ＋

発行又は
処分株式数

×
１株当たりの
払込金額

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
時価

既発行株式数 ＋ 発行又は処分株式数

また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額を

もって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行

われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その

端数を切り上げるものとする。

本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記記載の資本金等増加

限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。　　
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４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「承継会社等」という。）の新株予約権を以下の

条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、承継会社等は新株

予約権を新たに発行するものとする。

(1）交付される承継会社等の新株予約権の数

当該組織再編行為の効力発生日において残存する本新株予約権付社債所持人が保有する本新株予約権の数

と同一の数とする。

(2）承継会社等の新株予約権の行使により取得される株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3）承継会社等の新株予約権の行使により取得される株式の数

当該組織再編行為の条件を勘案の上、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従う。

(A）合併、株式交換又は株式移転の場合には、当該組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使

した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普

通株式の数を受領できるように、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式

以外の証券又はその他の財産が交付されるときは、当該証券又は財産を承継会社等の普通株式の時価で

除して得られる交付株式数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。

(B）上記(A）の場合を除くその他の組織再編行為（但し、当社及び承継会社等が上記(A）又は本(B）のいず

れかを適用するか選択する場合の合併、株式交換又は株式移転を含む。）の場合には、当該組織再編行為

の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普通株式の保有者が得ること

のできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。

(4）承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額

承継会社等の新株予約権1個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。

(5）承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

当該組織再編行為の効力発生日から、本新株予約権の行使期間満了日までとする。

(6）承継会社等の新株予約権の行使のその他の条件

承継会社等の新株予約権の一部行使はできないものとする。

(7）承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、その残額を資本準備金として計上

するものとする。

(8）その後の承継会社等の組織再編行為が発生した場合の新株予約権の交付

その後の承継会社等の組織再編行為が行われた場合にも、本新株予約権付社債と同様の取扱いを行う。

(9）その他

承継会社等の新株予約権の行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整は行わない。承継

会社等の新株予約権は本社債と分離して譲渡することができない。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

自　平成19年11月１日　
至　平成20年４月30日

－ 10,800,000 － 2,575 － 3,372

(5) 【大株主の状況】

　 平成20年4月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

昭和電線ホールディングス株式

会社
川崎市川崎区小田栄２－１－１ 1,000 9.25

バンク オブ ニューヨーク 

ジーシーエム クライアント ア

カウント ジェイピーアール

ディ アイエスジー エフイーー

エイシー

PETERBOROUGH COURT 133 F

LEET STREETLONDON EC4A 2BB,

UNITED KINGDOM 742 6.87

(常任代理人　株式会社三菱東京

UFJ銀行決済事業部)
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

西村　敏一 大阪府吹田市 735 6.80

西村　忠雄 大阪府豊中市 688 6.37

資産管理サービス信託銀行株式

会社

東京都中央区晴海１－８－12

晴海 アイランドトリトンスクエアオ

フィスタワーＺ棟

610 5.65

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社
東京都港区浜松町２－11－３ 571 5.29

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社
東京都中央区晴海１－８－11 564 5.22

泉州電業従業員持株会 大阪府吹田市南金田１－４－21 291 2.69

西村　知子 大阪府豊中市 223 2.06

西村　正雄 横浜市港北区 209 1.93

計 － 5,636 52.18

　  （注）　１．上記、資産管理サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、すべて信託業務に係る株式であります。
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２．ゴールドマン・サックス証券株式会社から、平成19年２月７日付でゴールドマン・サックス・インター

ナショナル他１名を共同保有者とする大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、以下のとおり

株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有

株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

その、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

 （株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル

PETERBOROUGH COURT 133 F

LEET STREET

LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM

84,500 0.78

ゴールドマン・サックス・アセッ

ト・マネジメント株式会社

東京都港区六本木６－10－１ 六本木ヒル

ズ森タワー
300,200 2.78

 計  － 384,700 3.56

３．株式会社みずほ銀行から、平成19年８月22日付で株式会社みずほ銀行他２名を共同保有者とする大量保

有報告書の変更報告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の

状況には含めておりません。

その、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

 （株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町１－１－５ 41,000 0.38

みずほ証券株式会社  東京都千代田区大手町１－５－１ 61,800 0.57

みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲１－２－１ 534,700 4.95

 計  － 637,500 5.90

４．タワー投資顧問株式会社から、平成20年２月６日付で大量保有報告書の写しの送付があり、以下のとおり

株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末現在における実質所有

株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

その、大量保有報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

 （株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

タワー投資顧問株式会社
東京都港区芝大門１－12－16

住友芝大門ビル２号館２階
702,200 6.50

 計  － 702,200 6.50

５．モルガン・スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社から、平成20年２月７日付でモルガン・

スタンレー・アセット・マネジメント投信株式会社他２名を共同保有者とする大量保有報告書の変更報

告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当

中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

その、大量保有報告書の変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

 （株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

モルガン・スタンレー・インベス

トメント・マネジメント・リミ

テッド

25 CABOT SQUARE CANARY WHARF

LONDON E14 4QA UNITED KINGDOM
61,400 0.57

モルガン・スタンレー・アセット

・マネジメント投信株式会社

東京都渋谷区恵比寿４－20－３　恵比寿

ガーデンプレイスタワー
308,000 2.85

モルガン・スタンレー・インベス

トメント・マネジメント・インク

1221 AVENUE OF THE AMERICAS,NEW

YORK NY10020,USA
25,800 0.24

 計  － 395,200 3.66
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(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年４月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 125,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,665,100 106,621 －

単元未満株式 普通株式 9,800 － －

発行済株式総数 10,800,000 － －

総株主の議決権 － 106,621 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。なお、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれておりません。 

②【自己株式等】

　 平成20年４月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

泉州電業株式会社
大阪市北区兎我野町
２－４

125,100 － 125,100 1.15　

計 － 125,100 － 125,100 1.15　
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２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月 ４月

最高（円） 2,250 1,960 1,864 1,842 1,789 1,800

最低（円） 1,665 1,650 1,470 1,540 1,460 1,481

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30

日）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成

20年４月30日）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）の中間財務

諸表について、太陽ＡＳＧ監査法人による中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末

（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金   5,412   7,327   6,634  

２．受取手形及び売掛
金

※２  25,758   25,720   26,965  

３．有価証券   35   38   9  

４．たな卸資産   4,060   4,191   4,307  

５．繰延税金資産   405   434   430  

６．その他   102   85   73  

７．貸倒引当金   △175   △152   △128  

流動資産合計   35,599 67.7  37,646 67.9  38,292 68.7

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築物 ※１ 5,487   5,965   6,138   

減価償却累計額  1,845 3,642  1,970 3,995  1,961 4,176  

(2）機械装置及び運搬
具

 503   574   548   

減価償却累計額  290 212  324 250  308 239  

(3）土地 ※１  7,435   7,721   7,750  

(4）その他  970   1,065   503   

減価償却累計額  172 797  193 872  181 321  

有形固定資産合計   12,087   12,839   12,488  

２．無形固定資産   36   34   32  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,984   1,745   1,935  

(2）長期貸付金   111   115   118  

(3）繰延税金資産   755   993   854  

(4）その他  2,560   2,602   2,554   

減価償却累計額  51 2,508  59 2,542  55 2,499  

(5）貸倒引当金   △475   △462   △456  

投資その他の資産
合計

  4,884   4,935   4,950  

固定資産合計   17,009 32.3  17,808 32.1  17,470 31.3

資産合計   52,608 100.0  55,455 100.0  55,763 100.0
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前中間連結会計期間末

（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末

（平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年10月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形及び買掛
金

※１

※２
 21,664   22,171   23,581  

２．短期借入金   400   200   200  

３．１年以内返済予定
の長期借入金

  2   －   －  

４．未払法人税等   1,321   1,284   1,387  

５．賞与引当金   508   531   514  

６．その他   869   638   639  

流動負債合計   24,766 47.1  24,826 44.8  26,323 47.3

Ⅱ．固定負債           

１．転換社債型新株予
約権付社債

  2,000   2,000   2,000  

２．繰延税金負債   123   126   126  

３．退職給付引当金   1,141   1,238   1,194  

４．役員退職慰労引当
金

  548   586   563  

５．その他   91   100   99  

固定負債合計   3,905 7.4  4,051 7.3  3,985 7.1

負債合計   28,671 54.5  28,878 52.1  30,308 54.4

           

（純資産の部）           

Ⅰ．株主資本           

１．資本金   2,575 4.9  2,575 4.6  2,575 4.6

２．資本剰余金   3,372 6.4  3,372 6.1  3,372 6.0

３．利益剰余金   17,701 33.7  20,743 37.4  19,305 34.6

４．自己株式   △26 △0.1  △183 △0.3  △27 △0.0

株主資本合計   23,622 44.9  26,507 47.8  25,225 45.2

Ⅱ．評価・換算差額等           

１．その他有価証券評
価差額金

  258 0.5  31 0.1  157 0.3

２．為替換算調整勘定   39 0.1  28 0.0  62 0.1

評価・換算差額等合
計

  298 0.6  59 0.1  219 0.4

Ⅲ．少数株主持分   16 0.0  10 0.0  9 0.0

純資産合計   23,936 45.5  26,577 47.9  25,454 45.6

負債・純資産合計   52,608 100.0  55,455 100.0  55,763 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  

前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   40,076 100.0  40,531 100.0  81,835 100.0

Ⅱ．売上原価   33,451 83.5  33,921 83.7  68,684 83.9

売上総利益   6,625 16.5  6,610 16.3  13,151 16.1

Ⅲ．販売費及び一般管理
費

※１  3,621 9.0  3,809 9.4  7,238 8.9

営業利益   3,003 7.5  2,800 6.9  5,912 7.2

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息  10   18   30   

２．受取配当金  15   7   42   

３．受取家賃  37   45   80   

４．仕入割引  28   35   65   

５．スクラップ売却益  18   19   37   

６．その他  43 153 0.4 54 181 0.5 76 331 0.5

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息  5   2   8   

２．コミットメント
フィー

 0   0   0   

３．為替差損  －   16   －   

４．社債発行費  16   －   20   

５．投資事業組合損失  6   －   6   

６．その他  4 32 0.1 7 27 0.1 10 45 0.1

経常利益   3,125 7.8  2,955 7.3  6,198 7.6

Ⅵ．特別利益           

１．投資有価証券売却
益

 2   －   4   

２．貸倒引当金戻入益  － 2 0.0 － － － 21 25 0.0

Ⅶ．特別損失           

１．固定資産売却損 ※２ －   －   5   

２．固定資産除却損 ※３ 4   －   5   

３．減損損失 ※４ －   78   4   

４．投資有価証券評価
損

 －   27   3   

５．訴訟関連費用  －   11   －   

６．製品補償損失  12 16 0.0 － 118 0.3 13 32 0.0

税金等調整前中
間(当期)純利益   3,110 7.8  2,837 7.0  6,191 7.6

法人税、住民税
及び事業税

 1,296   1,262   2,647   

法人税等調整額  45 1,341 3.4 △57 1,204 3.0 △5 2,642 3.3

少数株主利益   0 0.0  0 0.0  3 0.0

中間(当期)純利益   1,768 4.4  1,631 4.0  3,545 4.3
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 16,110 △25 22,032

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △161  △161

中間純利益   1,768  1,768

連結子会社の増加に伴う純資産
の減少高

  △16  △16

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ 0 1,590 △1 1,589

平成19年４月30日　残高
（百万円）

2,575 3,372 17,701 △26 23,622

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年10月31日　残高
（百万円）

329 － 329 － 22,361

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △161

中間純利益     1,768

連結子会社の増加に伴う純資産
の減少高

    △16

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△70 39 △30 16 △14

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△70 39 △30 16 1,574

平成19年４月30日　残高
（百万円）

258 39 298 16 23,936

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 19,305 △27 25,225

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △193  △193

中間純利益   1,631  1,631

自己株式の取得    △156 △156

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 1,437 △156 1,281

平成20年４月30日　残高
（百万円）

2,575 3,372 20,743 △183 26,507
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評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成19年10月31日　残高
（百万円）

157 62 219 9 25,454

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △193

中間純利益     1,631

自己株式の取得     △156

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

△126 △33 △159 0 △159

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円）

△126 △33 △159 0 1,122

平成20年４月30日　残高
（百万円）

31 28 59 10 26,577

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 16,110 △25 22,032

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △161  △161

剰余金の配当（中間配当）   △172  △172

当期純利益   3,545  3,545

連結子会社の増加に伴う純資産
の減少高

  △16  △16

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 0 3,194 △1 3,193

平成19年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 19,305 △27 25,225

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成18年10月31日　残高
（百万円）

329 － 329 － 22,361

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当     △161

剰余金の配当（中間配当）     △172

当期純利益     3,545

連結子会社の増加に伴う純資産
の減少高

    △16

自己株式の取得     △1

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△172 62 △110 9 △100

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△172 62 △110 9 3,092

平成19年10月31日　残高
（百万円）

157 62 219 9 25,454
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・

フロー
    

税金等調整前中間（当期）

純利益
 3,110 2,837 6,191

減価償却費  138 174 296

のれん勘定償却額  － － 4

退職給付引当金の増加額  31 43 84

役員退職慰労引当金の増加

額
 9 22 24

賞与引当金の増加額  12 16 18

役員賞与引当金の減少額  △50 △1 △50

貸倒引当金の増減額（△は

減少額）
 6 29 △58

受取利息及び受取配当金  △25 △26 △72

支払利息  5 2 8

有価証券償還益  － － △1

投資有価証券評価損  － 27 3

投資有価証券売却益  △2 △0 △4

投資有価証券償還損  0 － 0

固定資産売却損  － － 5

固定資産除却損  4 1 1

減損損失  － 78 4

投資事業組合損益（△は収

益）
 6 △8 6

社債発行費  16 － 20

製品補償損失  12 － －

訴訟関連費用　  － 11 －

売上債権の増減額（△は増

加額）
 △388 1,222 △1,617

たな卸資産の増減額（△は

増加額）
 14 108 △228

仕入債務の増減額（△は減

少額）
 △1,061 △1,394 847

未払消費税等の増減額(△
は減少額)

 66 △48 59
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前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

その他  106 △8 168

小計  2,012 3,087 5,712

利息及び配当金の受取額  26 26 73

利息の支払額  △4 △2 △8

訴訟関連費用の支払額  － △11 －

法人税等の支払額  △1,800 △1,365 △3,085

営業活動によるキャッシュ・

フロー
 232 1,734 2,691

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・

フロー
    

３ヶ月を超える定期預金の

払戻による収入
 100 － 100

有価証券の取得による支出

　
 － △30 －

有価証券の償還による収入  － － 36

投資有価証券の取得による

支出
 △282 △81 △476

投資有価証券の売却による

収入
 25 12 30

投資有価証券の償還による

収入
 95 25 150

有形固定資産の取得による

支出
 △378 △609 △1,110

有形固定資産の売却による

収入
 － － 7

出資金の売却による収入  0 － 0

貸付による支出  △10 － －

貸付の回収による収入  24 3 －

保険積立金の積立による支

出
 △65 △64 △79

保険積立金の解約による収

入
 5 40 5

その他  24 23 39

投資活動によるキャッシュ・

フロー
 △461 △681 △1,297
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前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・

フロー
    

短期借入金の純減少額  △100 － △300

１年以内の長期借入金の返

済による支出
 △12 － △14

転換社債型新株予約権付社

債発行による収入
 1,983 － 1,979

自己株式の取得による支出

　
 － △156 －

少数株主からの払込による

収入
 15 － －

少数株主からの株式買取に

よる支出
 － － △14

配当金の支払額  △161 △191 △332

その他  △1 － △1

財務活動によるキャッシュ・

フロー
 1,725 △348 1,316

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換
算差額

 8 △12 15

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額  1,505 693 2,726

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残

高
 3,701 6,534 3,701

Ⅶ. 新規連結子会社の現金及び現
金同等物の期首残高

 105 － 105

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高
※ 5,312 7,227 6,534
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　６社

株式会社エステック

ヤスヰ電業株式会社

いすゞ電業株式会社

SENSHU ELECTRIC (THAILAN

D)

CO.,LTD.

SENSHU ELECTRIC 

INTERNATIONAL CO.,LTD.

上海泉秀国際貿易有限公司

なお、いすゞ電業株式会社、

SENSHU ELECTRIC

(THAILAND) CO.,LTD.、

SENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.

及び上海泉秀国際貿易有限

公司については重要性が増

したことにより新規に連結

子会社といたしました。

(1）連結子会社の数　　　　６社

株式会社エステック

ヤスヰ電業株式会社

いすゞ電業株式会社

SENSHU ELECTRIC (THAILAN

D)

CO.,LTD.

SENSHU ELECTRIC 

INTERNATIONAL CO.,LTD.

上海泉秀国際貿易有限公司

(1）連結子会社の数　　　　６社

株式会社エステック

ヤスヰ電業株式会社

いすゞ電業株式会社

SENSHU ELECTRIC (THAILAN

D)

CO.,LTD.

SENSHU ELECTRIC 

INTERNATIONAL CO.,LTD.

上海泉秀国際貿易有限公司

なお、いすゞ電業株式会社、

SENSHU ELECTRIC

(THAILAND) CO.,LTD.、

SENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.

及び上海泉秀国際貿易有限

公司については重要性が増

したことにより新規に連結

子会社といたしました。

 (2）非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

(2）非連結子会社の名称等

同左

(2）非連結子会社の名称等

同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はありません。

(1）持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はありません。

(1）持分法を適用した非連結子会社

及び関連会社はありません。

 (2）持分法を適用しない非連結子会

社はありません。

(2）持分法を適用しない非連結子会

社はありません。

(2）持分法を適用しない非連結子会

社はありません。

 (3）持分法を適用しない関連会社

持分法を適用しない関連会社

の範囲の変更

太陽国際商事有限公司

従来持分法を適用しない関

連会社であった太陽国際商

事有限公司については、当該

会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の

計算において所有しており

ましたが、前連結会計年度に

おいて議決権のない優先株

式に変更を行い、かつ、当該

会社に対する営業・人事・

その他の取引に影響力を及

ぼすものではないため、関連

会社ではなくなっておりま

す。

(3）持分法を適用しない関連会社は

ありません。

(3）持分法を適用しない関連会社は

ありません。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項

連結子会社のうち、SENSHU

ELECTRIC (THAILAND) CO.,LTD.

及びSENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.の中間

決算日は１月31日であり、上海泉秀

国際貿易有限公司の中間決算日は

６月30日であります。

中間連結財務諸表の作成にあたっ

て、SENSHU ELECTRIC

(THAILAND) CO.,LTD.及び

SENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.につい

ては、中間決算日現在の財務諸表を

使用しております。ただし、中間連

結決算日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

上海泉秀国際貿易有限公司につい

ては、中間連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく中間財務諸表を

使用しております。

同左 連結子会社のうち、SENSHU

ELECTRIC (THAILAND) CO.,LTD.

及びSENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.の決算

日は７月31日であり、上海泉秀国際

貿易有限公司の決算日は12月31日

であります。

連結財務諸表の作成にあたって、

SENSHU ELECTRIC (THAILAND)

CO.,LTD.及びSENSHU ELECTRIC

INTERNATIONAL CO.,LTD.につい

ては、決算日現在の財務諸表を使用

しております。ただし、連結決算日

までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。

上海泉秀国際貿易有限公司につい

ては、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

商品

主として移動平均法による

原価法

②たな卸資産

商品

同左

②たな卸資産

商品

同左

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産　定率法

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬具

２～18年

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産　定率法

同左

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法

①有形固定資産　定率法

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

また、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に

変更しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬具

２～18年

 ②無形固定資産　定額法

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて

おります。

②無形固定資産　定額法

同左

②無形固定資産　定額法

同左
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

 ③投資その他の資産　定率法

その他（投資不動産）

建物（附属設備を除く）に

ついては、定額法によってお

ります。

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。

建物及び構築物

15～47年

③投資その他の資産　定率法

その他（投資不動産）

同左

③投資その他の資産　定率法

その他（投資不動産）

同左

 (3）繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処

理しております。

(3）      ────── (3）繰延資産の処理方法

社債発行費

支出時に全額費用として処

理しております。

 (4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

(4）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

に備えるため、当中間連結会計

期間に負担すべき支給見込額

を基準として計上しておりま

す。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

に備えるため、当連結会計年度

に負担すべき支給見込額を基

準として計上しております。

 ③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。

なお、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。

また、連結子会社については簡

便法を適用しております。

③退職給付引当金

同左

③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。

なお、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。

 ④役員退職慰労引当金

当社については、役員に対する

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期末要支

給額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

同左

④役員退職慰労引当金

当社については、役員に対する

退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。
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項目
前中間連結会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

 (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び

負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分

に含めて計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

同左

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び

負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含

めて計上しております。

 (6）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(6）重要なリース取引の処理方法

同左

(6）重要なリース取引の処理方法

同左

 (7）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については、振

当処理を採用しております。

(7）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

(7）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

  

 ③ヘッジ方針

為替相場変動により外貨建金

銭債権債務の額が変動するリ

スクをヘッジするために為替

予約を行っております。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段の取引内容とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して為替

変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するも

のと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 (8）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(8）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

(8）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）にお

ける資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び取得日から３ヶ月以内に期限

の到来する定期預金からなってお

ります。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号  平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号  平成

17年12月９日）を適用しておりま

す。

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は23,920百万円であります。

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産

の部については、改正後の中間連結

財務諸表規則により作成しており

ます。

────── ──────

────── ────── 固定資産の減価償却方法の変更

平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する

法律  平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日

 政令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は

軽微であります。
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表示方法の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

（中間連結損益計算書） ──────

前中間連結会計期間まで、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「仕入割引」は、当中間連結

会計期間において営業外収益の総額の100分の10を超え

たため、区分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間における「仕入割引」の金

額は６百万円であります。

 

追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

────── （有形固定資産の減価償却の方法）

当社及び連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間で

均等償却する方法によっておりま

す。

これによる損益に与える影響は軽

微であります。

──────
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間連結会計期間末
（平成20年４月30日）

前連結会計年度
（平成19年10月31日）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

建物及び構築
物

24百万円

土地 81百万円

計 106百万円

建物及び構築
物

23百万円

土地 81百万円

計 105百万円

建物及び構築
物

24百万円

土地 81百万円

計 106百万円

担保付債務 担保付債務 担保付債務

支払手形及び
買掛金

5,192百万円 支払手形及び
買掛金

2,948百万円 支払手形及び
買掛金

3,262百万円

※２．中間連結会計期間末日満期手

形の処理

当中間連結会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとし

て処理しております。当中間連

結会計期間末日満期手形の金

額は次のとおりであります。

※２．　　────── ※２．　　──────

受取手形 2,005百万円

支払手形 55百万円

  

３．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

当社及び連結子会社は、運転資

金の効率的な調達を行うため、

金融機関６社と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間連

結会計期間末における当座貸

越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は、

次のとおりであります。

３．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

当社及び連結子会社は、運転資

金の効率的な調達を行うため、

金融機関７社と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当中間連

結会計期間末における当座貸

越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入未実行残高等は、

次のとおりであります。

３．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント

当社及び連結子会社は、運転資

金の効率的な調達を行うため、

金融機関６社と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約

を締結しております。当連結会

計年度末における当座貸越契

約及び貸出コミットメントに

係る借入未実行残高等は、次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

 6,000百万円

借入実行残高 400百万円

差引額 5,600百万円

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

 6,020百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 5,820百万円

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額

 6,000百万円

借入実行残高 200百万円

差引額 5,800百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

荷造運搬費 481百万円

貸倒引当金繰入
額

7百万円

給料・賞与 1,145百万円

賞与引当金繰入
額

508百万円

退職給付費用 105百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

15百万円

荷造運搬費 501百万円

貸倒引当金繰入
額

41百万円

給料・賞与 1,178百万円

賞与引当金繰入
額

531百万円

退職給付費用 93百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

22百万円

荷造運搬費 958百万円

給料・賞与 2,818百万円

福利厚生費 731百万円

賞与引当金繰入
額

514百万円

退職給付費用 200百万円

役員退職慰労引
当金繰入額

30百万円

※２．　　────── ※２．　　────── ※２．固定資産売却損の主要な内訳

は次のとおりであります。

  機械装置 3百万円

※３．固定資産除却損の主要な内訳

は次のとおりであります。

※３．　　────── ※３．固定資産除却損の主要な内訳

は次のとおりであります。

工具・器具・備
品

4百万円
 工具・器具・備

品
4百万円
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前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※４．　　────── ※４．減損損失

当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しております。

※４．減損損失

当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上し

ております。

 場所 用途 種類

札幌市 遊休資産
建物・
土地等

タイ　アユタヤ 製造設備
建物・
土地等

当社グループは、事業所用資産

については事業所単位で、賃貸

不動産及び遊休資産について

は、個別物件単位でグ

ルーピングしております。

遊休資産については、使用見込

みがないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（53百万円）と

して特別損失に計上しており

ます。

また、製造設備については、収

益性が低下しているため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（25

百万円）として特別損失に計

上しております。

なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により

主に不動産鑑定評価額により

評価しております。

場所 用途 種類

大阪府吹田市 遊休資産
ソフト
ウェア

当社グループは、事業所用資産

については事業所単位で、賃貸

不動産及び遊休資産について

は、個別物件単位でグルーピン

グしております。

遊休資産については、使用見込

みがないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（４百万円）と

して特別損失に計上しており

ます。

 （減損損失の内訳）

建物 58百万円

土地 19百万円

その他　 1百万円
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,800 － － 10,800

合計 10,800 － － 10,800

自己株式     

普通株式（注） 26 0 0 26

合計 26 0 0 26

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少０千株は、単元未満株

式の買増しによる減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年１月30日

定時株主総会
普通株式 161 15 平成18年10月31日 平成19年１月31日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月12日

取締役会
普通株式 172 利益剰余金 16 平成19年４月30日 平成19年７月13日

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

当中間連結会計期間
末株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,800 － － 10,800

合計 10,800 － － 10,800

自己株式     

普通株式（注） 26 98 － 125

合計 26 98 － 125

(注）普通株式の自己株式の増加の内訳は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる取得97千株及び単元未満

株式の買取りによる取得０千株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年１月30日

定時株主総会
普通株式 193 18 平成19年10月31日 平成20年１月31日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの
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（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月９日

取締役会
普通株式 192 利益剰余金 18 平成20年４月30日 平成20年７月11日

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,800 － － 10,800

合計 10,800 － － 10,800

自己株式     

普通株式（注） 26 0 0 26

合計 26 0 0 26

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少０千株は、単元未満株

式の買増しによる減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年１月30日

定時株主総会
普通株式 161 15 平成18年10月31日 平成19年１月31日

平成19年６月12日

取締役会
普通株式 172 16 平成19年４月30日 平成19年７月13日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年１月30日

定時株主総会
普通株式 193 利益剰余金 18 平成19年10月31日 平成20年１月31日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

（平成19年４月30日現在） （平成20年４月30日現在） （平成19年10月31日現在）

現金及び預金勘定 5,412百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金  △100百万円

現金及び現金同等物 5,312百万円

現金及び預金勘定  7,327百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金  △100百万円

現金及び現金同等物  7,227百万円

現金及び預金勘定 6,634百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 △100百万円

現金及び現金同等物 6,534百万円
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

45 29 15

その他 215 79 135

計 261 109 151

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

31 24 7

その他 208 94 114

計 240 118 122

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬
具

45 34 11

その他 204 86 117

計 250 121 128

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内   42百万円

１年超    108百万円

計    151百万円

１年内 40百万円

１年超 82百万円

計 122百万円

１年内 39百万円

１年超 89百万円

計 128百万円

（注）　取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

同左 （注）　取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料   23百万円

減価償却費相当額  23百万円

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内   26百万円

１年超   45百万円

計   72百万円

１年内 24百万円

１年超 37百万円

計 61百万円

１年内 26百万円

１年超 45百万円

計 72百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省略

しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成19年４月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 672 1,118 446

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 5 8 3

その他 500 450 △50

(3）その他 222 257 35

合計 1,400 1,835 435

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 177

投資事業組合出資 6

当中間連結会計期間末（平成20年４月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表
計上額（百万円）

差額（百万円）

(1）株式 714 883 169

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 5 8 2

その他 570 451 △118

(3）その他 262 260 △1

合計 1,552 1,604 52

（注）取得原価は、減損処理後の帳簿価額を記載しております。

その他有価証券で時価のある株式１百万円、債券（その他）26百万円の減損処理を行っております。

なお、減損にあたっては、当中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落したため、減損処理を

行っております。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 177

投資事業組合出資 2

前連結会計年度末（平成19年10月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(1）株式 683 977 293

(2）債券    

国債・地方債等 － － －

社債 5 8 3

その他 569 494 △75
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種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

(3）その他 242 280 38

合計 1,501 1,761 260

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

種類 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券  

非上場株式 177

投資事業組合出資 5

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末　（平成19年４月30日現在）

　デリバティブ取引は中間期末残高がないため「デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況」の

記載を省略しております。

当中間連結会計期間末　（平成20年４月30日現在）

　デリバティブ取引は中間期末残高がないため「デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況」の

記載を省略しております。

前連結会計年度末　（平成19年10月31日現在）

　デリバティブ取引は期末残高がないため、該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

　電線卸売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

　電線卸売事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額

に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　電線卸売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する重要な連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略して

おります。

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。

【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

当中間連結会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

前連結会計年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

　海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

半期報告書

38/60



（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１株当たり純資産額 2,220円38銭

１株当たり中間純利益 164円13銭
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

155円83銭

１株当たり純資産額 2,488円71銭

１株当たり中間純利益 152円25銭
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

143円18銭

１株当たり純資産額 2,361円92銭

１株当たり当期純利益 329円05銭
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

310円96銭

　（注）  １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間連結会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 1,768 1,631 3,545

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円)
1,768 1,631 3,545

期中平均株式数（千株） 10,773 10,718 10,773

　    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

（うち支払利息（税額相当額控除

後））
(－) (－) (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除

後））
(－) (－) (－)

普通株式増加数（千株） 574 679 627

（うち転換社債） (574) (679) (627)
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

 ──────  ────── （自己株式の取得）

平成19年12月11日開催の取締役

会において、会社法第165条第２項

の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議いたしました。

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策の遂行を可能

とするため。

２．取得の内容

(1) 取得する株式の種類

当社普通株式

(2) 取得する株式の総数

200,000株（上限）

（発行済株式総数に対する

割合1.9％）

(3) 株式の取得価額の総額

360百万円（上限）

(4) 取得する期間

平成19年12月12日から

平成20年１月31日まで

なお、「第一部［企業情報］　

第４［提出会社の状況］　２

［自己株式の取得等の状況］　

(2) ［取締役会決議による取得

の状況］」に記載のとおり、平

成19年12月31日現在で８千株、

14百万円の自己株式を取得し

ております。

(2) 【その他】

　特記すべき事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末

(平成19年４月30日)
当中間会計期間末

(平成20年４月30日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ．流動資産 　          

１．現金及び預金 　 4,987   7,073   6,305   

２．受取手形 ※５ 11,962   11,183   12,152   

３．売掛金 　 12,954   13,751   14,068   

４．有価証券 　 34   38   8   

５．たな卸資産 　 3,837   3,970   4,092   

６．関係会社短期貸付
金

　 190   150   150   

７．繰延税金資産 　 393   429   420   

８．その他 　 105   119   96   

９．貸倒引当金 　 △159   △130   △106   

流動資産合計 　  34,305 66.9  36,587 67.3  37,188 68.1

Ⅱ．固定資産 　          

１．有形固定資産 　          

(1）建物
※１
※２

3,451   3,798   3,933   

(2）土地 ※２ 7,381   7,679   7,689   

(3）その他 ※１ 1,056   1,215   661   

有形固定資産合計 　  11,889   12,693   12,284  

２．無形固定資産 　  34   30   27  

３．投資その他の資産 　          

(1）投資有価証券 　 2,341   2,080   2,306   

(2）差入保証金 　 313   323   313   

(3）繰延税金資産 　 994   1,253   1,099   

(4）その他 　 2,284   2,276   2,260   

(5）貸倒引当金 　 △877   △862   △856   

投資その他の資産
合計

　  5,055   5,070   5,123  

固定資産合計 　  16,978 33.1  17,794 32.7  17,435 31.9

資産合計 　  51,284 100.0  54,381 100.0  54,624 100.0
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前中間会計期間末

(平成19年４月30日)
当中間会計期間末

(平成20年４月30日)
前事業年度の要約貸借対照表

(平成19年10月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部） 　          

Ⅰ．流動負債 　          

１．支払手形 ※５ 927   223   1,098   

２．買掛金 ※２ 20,321   21,562   22,073   

３．未払金 　 244   244   213   

４．未払法人税等 　 1,311   1,274   1,372   

５．賞与引当金 　 482   519   493   

６．その他 ※４ 582   359   383   

流動負債合計 　  23,869 46.6  24,183 44.4  25,634 47.0

Ⅱ．固定負債 　          

１．転換社債型新株予
約権付社債

　 2,000   2,000   2,000   

２．退職給付引当金 　 1,126   1,223   1,179   

３．役員退職慰労引当
金

　 548   586   563   

４．その他 　 83   92   91   

固定負債合計 　  3,758 7.3  3,902 7.2  3,835 7.0

負債合計 　  27,627 53.9  28,085 51.6  29,470 54.0

 　          

（純資産の部） 　          

Ⅰ．株主資本 　          

１．資本金 　  2,575 5.0  2,575 4.7  2,575 4.7

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 3,372   3,372   3,372   

(2）その他資本剰余金 　 0   0   0   

資本剰余金合計 　  3,372 6.6  3,372 6.2  3,372 6.1

３．利益剰余金 　          

(1）利益準備金 　 166   166   166   

(2）その他利益剰余金 　          

配当平均積立金 　 62   62   62   

退職積立金 　 150   150   150   

別途積立金 　 15,043   18,143   15,043   

繰越利益剰余金 　 2,056   1,980   3,655   

利益剰余金合計 　  17,477 34.1  20,501 37.7  19,076 34.9

４．自己株式 　  △26 △0.1  △183 △0.3  △27 △0.0

株主資本合計 　  23,398 45.6  26,265 48.3  24,997 45.7

Ⅱ．評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  258 0.5  30 0.1  156 0.3

評価・換算差額等合
計

　  258 0.5  30 0.1  156 0.3

純資産合計 　  23,657 46.1  26,296 48.4  25,153 46.0

負債・純資産合計 　  51,284 100.0  54,381 100.0  54,624 100.0

           

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

半期報告書

42/60



②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高 　  37,952 100.0  38,978 100.0  78,130 100.0

Ⅱ．売上原価 　  31,584 83.2  32,615 83.7  65,505 83.8

売上総利益 　  6,368 16.8  6,362 16.3  12,624 16.2

Ⅲ．販売費及び一般管理
費

　  3,385 8.9  3,584 9.2  6,778 8.7

営業利益 　  2,982 7.9  2,778 7.1  5,846 7.5

Ⅳ．営業外収益 ※１ 124 0.3  155 0.4  304 0.4

Ⅴ．営業外費用 ※２ 30 0.1  9 0.0  42 0.1

経常利益 　  3,077 8.1  2,923 7.5  6,108 7.8

Ⅵ．特別利益 ※３ 2 0.0  － －  28 0.0

Ⅶ．特別損失
※４
※５
 － －  129 0.3  10 0.0

税引前中間（当
期）純利益

　  3,079 8.1  2,794 7.2  6,126 7.8

法人税、住民税及び
事業税

　 1,285   1,251   2,624   

法人税等調整額 　 24 1,309 3.4 △76 1,175 3.0 △39 2,585 3.3

中間（当期）純利
益

　  1,770 4.7  1,619 4.2  3,541 4.5

           

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

半期報告書

43/60



③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

 

株主資本
評価・
換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当平均
積立金

退職
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 12,343 3,147 △25 21,791 329

中間会計期間中の変動額            

別途積立金の積立       2,700 △2,700  －  

剰余金の配当        △161  △161  

中間純利益        1,770  1,770  

自己株式の取得         △1 △1  

自己株式の処分   0      0 0  

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

          △70

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 － － － 2,700 △1,091 △1 1,607 △70

平成19年４月30日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 15,043 2,056 △26 23,398 258

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

 

株主資本
評価・
換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当平均
積立金

退職
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 15,043 3,655 △27 24,997 156

中間会計期間中の変動額            

別途積立金の積立       3,100 △3,100  －  

剰余金の配当        △193  △193  

中間純利益        1,619  1,619  

自己株式の取得         △156 △156  

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

          △125

中間会計期間中の変動額合計
（百万円）

－ － － － － － 3,100 △1,674 △156 1,268 △125

平成20年４月30日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 18,143 1,980 △183 26,265 30

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

 

株主資本
評価・
換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当平均
積立金

退職
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 12,343 3,147 △25 21,791 329

事業年度中の変動額            

EDINET提出書類

泉州電業株式会社(E02742)

半期報告書

44/60



 

株主資本
評価・
換算
差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金

配当平均
積立金

退職
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

別途積立金の積立       2,700 △2,700  －  

剰余金の配当        △161  △161  

剰余金の配当（中間配当）        △172  △172  

当期純利益        3,541  3,541  

自己株式の取得         △1 △1  

自己株式の処分   0      0 0  

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

          △172

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 － － － 2,700 507 △1 3,206 △172

平成19年10月31日　残高
（百万円）

2,575 3,372 0 166 62 150 15,043 3,655 △27 24,997 156
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券
子会社株式

　移動平均法による原価法

(1）有価証券
子会社株式

同左

(1）有価証券
子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基

づく時価法

（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産
商品

　移動平均法による原価法

(2）たな卸資産
商品

同左

(2）たな卸資産
商品

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産　定率法
ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　　２～50年
機械装置　　　　２～18年

(1）有形固定資産　定率法
同左

(1）有形固定資産　定率法
ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を

除く）については、定額法に

よっております。

また、平成19年４月１日以降に
取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に

変更しております。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

建物　　　　　　２～50年
機械装置　　　　２～18年

 (2）無形固定資産　定額法
なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいて

おります。

(2）無形固定資産　定額法
同左

(2）無形固定資産　定額法
同左

３．繰延資産の処理方法 社債発行費

支出時に全額費用として処理し

ております。

────── 社債発行費

支出時に全額費用として処理し

ております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(1）貸倒引当金
同左

(1）貸倒引当金
同左

 (2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与

に備えるため、当中間会計期間

に負担すべき支給見込額を基

準として計上しております。

(2）賞与引当金
同左

(2）賞与引当金
従業員に対して支給する賞与

に備えるため、当事業年度に負

担すべき支給見込額を基準と

して計上しております。

 (3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認め

られる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。

(3）退職給付引当金
同左

(3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしており

ます。
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

 (4）役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。

(4）役員退職慰労引当金
同左

(4）役員退職慰労引当金
役員に対する退職慰労金の支

出に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。

５．外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しており

ます。

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。

同左 同左

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務については、振

当処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法
同左

(1）ヘッジ会計の方法
同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段

為替予約取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

 ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

  

 (3）ヘッジ方針
為替相場変動により外貨建金

銭債権債務の額が変動するリ

スクをヘッジするために為替

予約を行っております。

(3）ヘッジ方針
同左

(3）ヘッジ方針
同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の取引内容とヘッ

ジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して為替

変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺するも

のと想定することができるた

め、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法
同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法
同左

８．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号  

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号  平成17年

12月９日）を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当す

る金額は23,657百万円であります。

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

────── ──────

────── ────── 固定資産の減価償却方法の変更

平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する

法律  平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部

を改正する政令　平成19年３月30日

 政令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づく

方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は

軽微であります。

追加情報

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

────── （有形固定資産の減価償却の方法）

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間

で均等償却する方法によっておりま

す。

これによる損益に与える影響は軽

微であります。

──────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年４月30日）

当中間会計期間末
（平成20年４月30日）

前事業年度末
（平成19年10月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

　 2,182百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

　 2,360百万円

※１．有形固定資産の減価償却累計

額

　 2,319百万円

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

建物  24百万円

土地 81百万円

計 106百万円

建物 23百万円

土地 81百万円

計 105百万円

建物 24百万円

土地 81百万円

計 106百万円

担保付債務 担保付債務 担保付債務

買掛金 5,192百万円 買掛金 2,948百万円 買掛金 3,262百万円

　３．保証債務

下記会社の銀行借入金に対す

る保証債務は、次のとおりであ

ります。

ヤスヰ電業株式会社

　 2百万円

　３．　　────── 　３．　　──────

※４．消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しており

ます。

※４．消費税等の取扱い

同左

※４．　　──────

※５．中間期末日満期手形

当中間会計期間の末日は金融

機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処

理しております。当中間会計期

間末日満期手形の金額は次の

とおりであります。

※５．　　────── ※５．　　──────

受取手形 1,946百万円

支払手形 55百万円

  

　６．当座貸越契約及び貸出コミット

メント

運転資金の効率的な調達を行

うため、金融機関６社と当座貸

越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当

中間会計期間末における当座

貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実

行残高等は、次のとおりであり

ます。

　６．当座貸越契約及び貸出コミット

メント

運転資金の効率的な調達を行

うため、金融機関６社と当座貸

越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当

中間会計期間末における当座

貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実

行残高等は、次のとおりであり

ます。

　６．当座貸越契約及び貸出コミット

メント

運転資金の効率的な調達を行

うため、金融機関６社と当座貸

越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。当

事業年度末における当座貸越

契約及び貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は、次

のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額
 5,200百万円

借入実行残高 　－百万円

差引額 5,200百万円

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額
 5,200百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 5,200百万円

当座貸越極度額及び貸出コ
ミットメントの総額
 5,200百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 5,200百万円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの

受取利息 11百万円

仕入割引 28百万円

受取利息 20百万円

仕入割引 35百万円

受取利息 33百万円

仕入割引 65百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの

社債発行費 16百万円 為替差損 3百万円 社債発行費 20百万円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．　　────── ※３．特別利益のうち主要なもの

投資有価証券売却
益

2百万円  投資有価証券売却
益

4百万円

貸倒引当金戻入益 24百万円

※４．　　────── ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの

 減損損失 53百万円

投資有価証券評価
損

27百万円

関係会社株式評価
損

36百万円

訴訟関連費用 11百万円

減損損失 6百万円

投資有価証券評価
損

3百万円

※５．　　────── ※５．減損損失

　当中間会計期間において、以下

の資産グループについて減損

損失を計上しております。

※５．減損損失

　当事業年度において、以下の資

産グループについて減損損失

を計上しております。

 場所 用途 種類

札幌市 遊休資産
建物・
土地等

場所 用途 種類

大阪府吹田市 遊休資産
ソフト
ウェア

 事業所用資産については事業

所単位で、賃貸不動産及び遊休

資産については、個別物件単位

でグルーピングしております。

遊休資産については、使用見込

みがないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（53百万円）と

して特別損失に計上しており

ます。

なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により

主に不動産鑑定評価額により

評価しております。

（減損損失の内訳） 　

建物 42百万円

土地 10百万円

その他　 0百万円

　事業所用資産については事業所

単位で、賃貸不動産及び遊休資

産については、個別物件単位で

グルーピングしております。

　遊休資産については、使用見込

みがないため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（６百万円）と

して特別損失に計上しており

ます。

　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額 　６．減価償却実施額

有形固定資産 125百万円

無形固定資産 2百万円

有形固定資産 159百万円

無形固定資産 1百万円

有形固定資産 270百万円

無形固定資産 5百万円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

普通株式（注） 26 0 0 26

合計 26 0 0 26

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少０千株は、単元未満株

式の買増しによる減少であります。

当中間会計期間（自　平成19年11月１日　至　平成20年４月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末
株式数（千株）

普通株式（注） 26 98 － 125

合計 26 98 － 125

(注）普通株式の自己株式の増加の内訳は、取締役会決議に基づく自己株式の市場買付けによる取得97千株及び単元未満

株式の買取りによる取得０千株であります。

前事業年度（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度
増加株式数（千株）

当事業年度
減少株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式（注） 26 0 0 26

合計 26 0 0 26

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であり、減少０千株は、単元未満株

式の買増しによる減少であります。
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

機械装置 8 7 0

車両運搬
具

36 22 14

工具・器
具・備品

215 79 135

計 261 109 151

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

中間期末
残高相当
額
(百万円)

車両運搬
具

31 24 7

工具・器
具・備品

208 94 114

計 240 118 122

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額相
当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置 8 8 0

車両運搬
具

36 25 11

工具・器
具・備品

204 86 117

計 250 121 128

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内   42百万円

１年超    108百万円

計    151百万円

１年内 40百万円

１年超 82百万円

計 122百万円

１年内 39百万円

１年超 89百万円

計 128百万円

（注）　取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

同左 （注）　取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料   23百万円

減価償却費相当額  23百万円

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法に

よっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内   26百万円

１年超   45百万円

計   72百万円

１年内 24百万円

１年超 37百万円

計 61百万円

１年内 26百万円

１年超 45百万円

計 72百万円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はないため、項目等の記載は省略

しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

１株当たり純資産額 2,195円92銭

１株当たり中間純利益 164円31銭
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

155円99銭

１株当たり純資産額 2,463円38銭

１株当たり中間純利益 151円06銭
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

142円05銭

１株当たり純資産額 2,334円89銭

１株当たり当期純利益 328円75銭
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

310円67銭

　（注）  １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日)

前事業年度
(自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間（当期）純利益（百万円） 1,770 1,619 3,541

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円)
1,770 1,619 3,541

期中平均株式数（千株） 10,773 10,718 10,773

　    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益
   

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － －

（うち支払利息（税額相当額控除

後））
(－) (－) (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除

後））
(－) (－) (－)

普通株式増加数（千株） 574 679 627

（うち転換社債） (574) (679) (627)
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年11月１日
至　平成19年４月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年11月１日
至　平成20年４月30日）

前事業年度
（自　平成18年11月１日
至　平成19年10月31日）

────── ────── （自己株式の取得）

平成19年12月11日開催の取締役

会において、会社法第165条第２項

の規定に基づき、自己株式を取得す

ることを決議いたしました。

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機

動的な資本政策の遂行を可能

とするため。

２．取得の内容

(1) 取得する株式の種類

当社普通株式

(2) 取得する株式の総数

200,000株（上限）

（発行済株式総数に対する

割合1.9％）

(3) 株式の取得価額の総額

360百万円（上限）

(4) 取得する期間

平成19年12月12日から

平成20年１月31日まで

なお、「第一部［企業情報］　

第４［提出会社の状況］　２

［自己株式の取得等の状況］　

(2) ［取締役会決議による取得

の状況］」に記載のとおり、平

成19年12月31日現在で８千株、

14百万円の自己株式を取得し

ております。

(2) 【その他】

　平成20年６月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）中間配当による配当金の総額…………………192百万円

(2）１株当たりの金額………………………………18円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成20年７月11日

（注）　平成20年４月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを

行います。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第58期）（自　平成18年11月１日　至　平成19年10月31日）平成20年１月31日近畿財務局長に提出。

(2）半期報告書の訂正報告書

平成20年１月29日近畿財務局長に提出。

事業年度（第58期中）（自　平成18年11月１日　至　平成19年４月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(3）自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年12月12日　至　平成19年12月31日）平成20年１月15日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）平成20年２月７日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成20年３月28日　至　平成20年３月31日）平成20年４月14日近畿財務局長に提出。

報告期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年４月30日）平成20年５月８日近畿財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年７月６日

泉州電業株式会社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている泉州電業株

式会社の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年11月１日から平成19

年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、泉州電業株式会社及び連結子会社の平成19年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成18年11月１日から平成19年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成20年７月７日

泉州電業株式会社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

泉州電業株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年11月１日

から平成20年４月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、泉州電業株式会社及び連結子会社の平成20年４月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会

計期間（平成19年11月１日から平成20年４月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成19年７月６日

泉州電業株式会社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている泉州電業株

式会社の平成18年11月１日から平成19年10月31日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成18年11月１日から平成19年

４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

泉州電業株式会社の平成19年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年11月１日から平

成19年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

  平成20年７月７日

泉州電業株式会社   

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

泉州電業株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成19年11月１日か

ら平成20年４月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

泉州電業株式会社の平成20年４月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年11月１日から平

成20年４月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。
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